
「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
太田川流域の減災に係る主な取組状況

（平成30年7月豪雨の経験を踏まえた新たな課題）

平成31年2月4日
太田川水系大規模氾濫時の減災対策協議会

広島市、安芸太田町、府中町、広島県、

広島地方気象台、国土交通省中国地方整備局

資料１
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平成30年7月に西日本から東海地方を中心に記録的な豪雨が発生した。
これを受け、減災対策協議会の関係機関に『平成30年7月豪雨の経験を踏まえた新たな課題』に関し
てアンケートを取り、新たな課題の抽出と取組内容の見直しを行うものである。
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１．平成30年7月豪雨を踏まえた関係機関アンケートの経緯

平成27年9月の関東・東北豪
雨を受け、平成27年12月10日

に「大規模氾濫に対する減災
のための治水対策のあり方に
ついて～社会意識の変革によ
る「水防災意識社会」の再構
築に向けて～」が答申された。

今回



○平成30年7月豪雨災害を踏まえた課題アンケートを分類・整理し、新たな課題を抽出
→協議会取組方針における課題の修正・追加

○課題に対する実施内容として、「Ａ 協議会で現在取組中の項目」、「Ｂ その他（協議会の取組方針に該当しない項目）」に分類
○上記Ａ、Ｂについて、「A-① 取組中の項目」、「Ａ-② 取組内容を拡充する項目」に整理

→協議会取組方針における取組内容の拡充又は追加

平成30年7月豪雨 関係機関アンケート

協議会取組方針における課題との関連を分類
→課題の修正・追加を整理

Ａ 協議会で現在
取組中の項目

Ａ-①
取組中の項目

Ａ-②
取組内容を拡充する項目

Ｂ その他（現在の協議会
取組方針に該当しない項目）

B-①
新たな取組内容項目

水防災意識社会再構築ビジョンに
基づく流域の減災に係る取組方針

１．はじめに
２．概要と主な課題

３．現状の取組状況と
具体的な課題

５．概ね５年間で実施する取組

４．減災のための目標

６．フォローアップ

減災対策協議会取組方針見直し公表

２．新たな課題に対する取組内容の分類
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３．新たな課題と新たな取組

新たな課題

項目 内容

防災教育

●ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

●住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。

●住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

●水防資機材の活用や知識・技術を向上するため、行政担当者、消防署の職員、消防団及び地域住民の連携強化が必
要である。

避難場所・経路 ●大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。

避難誘導体制 ●避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。

新たな取組

項目 内容

防災教育
出前講座等を活用した防災教育の推進※

住民の避難行動を支援するきめこまやかな防災情報の提供

避難場所・経路 各市町が管理する避難所の収容人数等を共有し、隣接市町村との連絡体制の構築

避難誘導体制 出前講座等を活用した防災教育の推進※

アンケートを分類・整理し、抽出した新たな課題と課題に対する新たな取組を整理した。

※実施から推進に変更

3

※実施から推進に変更



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●洪水、内水、高潮、土砂災害、津波と、ハザードマップの種類が多く、理解しにくい。

●避難情報等の住民への周知について、多様な方法で伝えるとしても、その情報を住民１人１人が「知ろう」としなければ結局伝わらない。

●住民１人１人が、「自分の身は自分で守る」という「自助」の考え方を持つよう日頃から啓発し、住民１人１人が自ら情報を入手し、行動につな
げることが、極めて重要である。

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】

新たな課題：ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

：住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの
避難に関するワーキンググループ

「知らなかった」
「見たことはある」
が約8割

知らなかった

25％

内容を

理解していた

24％

見たことはある

51％

■ハザードマップの認知

出典：平成30年7月豪雨の避難行動に関する調査結果、平成30年11月、広島市危機管理室

「自主防災組織の存在を知らない」
「知っているが参加したことはない」人の割合が約5割以上

■自主防災組織への参加
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■避難に対する備えと避難行動

出典：第3回平成30年7月豪雨災害における避難対策等検証会議（広島市） 資料3（議題）

避難経路・ハザードマップの
確認、防災情報メールの登
録をしていない人の割合が
約5割以上



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●今回は、多くの住民が避難したが、避難率は1割にも満たない。

●基準に従って避難勧告を発令したが、それほど多くの住民が避難したわけではない。避難勧告等の発令は知りつつも住民にとって具体的な
危険性を感じていなかったと思われる。

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【防災教育】

新たな課題：住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

・ほとんどの人が避難行動をしていない
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平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●水防資機材を保有しているが、水防対応を実施できる知識・技術を持つ職員が少ない。対応困難。

４．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出
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新たな課題：水防資機材の活用や知識・技術を向上するため、行政担当者、消防署の職員、消防団及
び地域住民の連携強化が必要である。

【防災教育】

出典：広島市HP

→ 土のう作成やシート張り工法、水防工法の講習等の水防訓練は実施されている。

出典：府中町HP



○出前講座等を活用した防災教育の推進 Ａ-②

５．新たな課題に対する取組内容（案） 【防災教育】
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・ハザードマップの見方が、住民に十分理解されていない恐れがある。

・住民1人1人の防災意識が低い恐れがある。
・住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

・水防資機材の活用や知識・技術を向上するため、行政担当者、消防署の職員、消防団及び地域住民の連携強化が必要である。
⇒地域防災力を強化するため、自主防災アドバイザーなどを活用した講演会等を自主防災組織へ行い、危機意識を高める。

出典：【淀川河川事務所】 全国初 発展版「まるごとまちごとハザードマップ」

取組内容を拡充する項目

出典：広島県ＨＰ

出典：水防専門家派遣制度パンフレット



○住民の避難行動を支援するきめこまやかな防災情報の提供

５．新たな課題に対する取組内容（案） 【防災教育】
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新たな取組 B-①

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

・住民に切迫感が伝わっていない恐れがある。

⇒行動を促す情報と行動を取る際の判断に参考となる情報との対応を明確にし、出された情報と取るべき行動を理解しやすい
ものとし、住民の主体的な行動を支援する防災情報の発信



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●あまり避難者が増えても、今度は収容できなくなるという問題も出てくる。

●河川の氾濫が予想される場合は、広域的な避難が必要となる。

６．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【避難場所・避難経路】

新たな課題：大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。

浸水し

ない

約28%

浸水

する

約72%

避難所の浸水の割合

※デルタ地帯対象

床上

約98%

床下

約2%

床上・床下浸水の割合

※デルタ地帯対象

1階以上

約60%

1階未満

約40%

1階以上が浸水する割合

※デルタ地帯対象

9
：浸水割合算出範囲

※割合算出対象避難所の出典
・広島市指定緊急避難場所一覧表

避難所

太田川水系浸水想定区域図（想定最大規模）



計画規模
想定最大

規模
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施設の
階数

利用
できる
階数

家屋倒壊
の可能性
の有無

浸水深を
考慮した

収容可能人数
番号 地区名 避難所名

収容可能
人数
（人）

浸水深(m)
○○川

・大規模な災害が予想される場合、指定避難所が活用できない恐れがある。
⇒ 隣接市町村を含めた避難所の収容人数等を把握し、情報を共有し、連絡体制を構築する。

【記載事項】
・地区名
・避難所名
・収容可能人数
・避難所地点の浸水深
・施設の階数
・施設の利用可能階数
・家屋倒壊の可能性の有無
・浸水深を考慮した収容可能人数

○避難所管理表様式（案）○太田川浸水想定区域と避難所位置図

７．新たな課題に対する取組内容（案）

○各市町が管理する避難所の収容人数等を共有し、隣接市町村との連絡体制の構築
B-①
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【避難場所・避難経路】

新たな取組

避難所

・太田川水系浸水想定区域図（想定最大規模）



平成30年7月豪雨の経験を踏まえた課題（関係機関アンケート結果）

●障がい者等についても自主的避難が難しい。

●避難行動要支援者への避難支援対策（支援者や方法等）が定まっていない。

●行政機関での避難誘導は現実的に無理である。

８．関係機関アンケート結果から新たな課題を抽出 【避難誘導体制】

新たな課題：避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。

■避難した理由と考えられる事項
・豪雨災害の被災経験から、地域の防災意識がたかまっており、避難につな
がった。

・「わがまち防災マップ」の作成・配布を通じて、危険な区域を各自が確認して
いた。

・隣近所で声をかけ合って少人数での避難訓練を実施しており、顔見知りに
なって一緒に行動する経験をしていたことで、避難行動につながった。

・ 自治会独自のメールによる防災情報の通知システムを構築している。今回も、

このシステムで情報発信を行うとともに、緊急連絡網による呼びかけも行ったこ
とにより、地域としての避難の必要性を認識できた。

・ 河川氾濫に備え、広島市立大学と協力し、常時監視カメラを設置して、モニタ

リングを行っている。画像はスマートフォンなどを通じて誰でも閲覧でき、災害
の危険性を確認できるため、特に若年層を中心に避難につながった。

呼びかけをきっかけにして避難した人が約3割存在

ＮＨＫ被災者アンケート（広島県、岡山県、愛媛県の被災者310人対象）

出典：第3回平成30年7月豪雨災害における避難対策等検証会議（広島市） 資料3（議題）

6.29 豪雨災害及び8.20 豪雨災害で被災し、それを踏まえた先進的な取組を行って
いる自主防災組織連合会の会長等に対し、7 月6 日の地域における避難行動の実
態等について、聞き取り調査した結果

出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ

■住民の避難行動 ～避難のきっかけ～

11



○出前講座等を活用した防災教育の推進 Ａ-②

９．新たな課題に対する取組内容（案）

出典：自主防災活動のすすめ（広島市）

出典：広島県「みんなで減災」はじめの一歩 ホームページ

取組内容を拡充する項目
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【避難誘導体制】

・避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない恐れがある。
⇒地域防災力を強化するため、自主防災アドバイザーなどを活用した講演会等を自主防災組織へ行い、危機意識を高める。


